
度
年
六
十
二
成
平

度
年
六
十
二
成
平

算
予
初
当

算
予
初
当

「
　歳

編
」
入

その１

説
解
語
用
政
財

■
税
市
■

金
税
る
め
納
に
市
が
ん
さ
皆

■
金
越
繰
■

金
お
す
越
ち
持
ら
か
度
年
前

■
金
入
繰
■

に
し
崩
り
取
の
金
基
種
各
に
主

■
税
付
交
方
地
■

金
税
た
し
収
徴
が
国
ど
な
税
得
所

応
に
況
状
政
財
の
市
、
ら
か
中
の

金
お
る
れ
さ
付
交
ら
か
国
て
じ

■
金
出
支
県
・
国
■

県
や
国
、
に
め
た
の
的
目
の
定
特

金
お
る
れ
さ
付
交
ら
か

■
債
市
■

と
こ
の
金
借
の
市

融
金
や
国
、
に
め
た
う
行
を
業
事

金
お
る
れ
入
り
借
ら
か
関
機

■
税
与
譲
方
地
■

な
税
量
重
車
動
自
た
し
収
徴
が
国

金
お
る
れ
さ
分
配
ら
か
ど

■
源
財
主
自
■

る
き
で
が
と
こ
る
得
に
自
独
が
市

金
お

、
料
用
使
、
金
担
負
金
担
分
、
税
市

、
金
附
寄
、
入
収
産
財
、
料
数
手

ど
な
入
収
諸
、
金
越
繰
、
金
入
繰

■
源
財
存
依
■

借
、
り
た
れ
さ
付
交
ら
か
県
や
国

金
お
る
れ
入
り

付
交
方
地

、
金
出
支
県
・
国
、
税

　税
与
譲
方
地
、
債
市

ど
な

１７５億３,６００万円
　

初
当
計
会
般
一
度
年
六
十
二
成
平

台
円
億
十
七
百
に
り
ぶ
年
十
は
算
予

年
前
、
し
成
編
を
算
予
型
大
る
な
と

％
９
・
５
て
し
較
比
と
算
予
初
当
度

。
た
し
ま
り
な
と
額
増
の

　

、
税
付
交
方
地
や
税
市
は
で
入
歳

い
で
ん
込
見
を
額
増
の
金
出
支
県
国

。
す
ま

　

屋
古
名
や
化
便
２
便
京
東
は
で
出
歳

用
利
港
空
の
自
独
市
う
伴
に
航
就
便

る
す
化
強
を
産
生
ぼ
ん
ら
く
さ、
策
対

店
商
、
業
事
備
整
境
環
産
生
錦
藤
佐

事
化
性
活
業
商
る
図
を
化
性
活
の
街

。
た
し
ま
し
上
計
に
規
新
を
ど
な
業

　

整
設
施
育
体
会
社
、
業
事
備
整
設
施

力
魅
な
た
新
の
市
本
、
ど
な
業
事
備

て
し
続
継
を
業
事
型
大
る
す
造
創
を

び
学
る
く
つ
せ
わ
あ
し
「、
し
上
計

て
け
向
に
現
実
の」
ち
ま
の
流
交
と

。
す
ま
き
い
で
ん
組
り
取

【一般会計】

一 般 会 計
前年度比（％）予算額会計名

5.9175億3,600万円一般会計
特 別 会 計

前年度比（％）予算額会計名

2.2106億1,140万円特別会計合計
△1.247億4 ,400万円国民健康保険

23 .1160万円東根財産区

△2.821億2 ,300万円公共下水道事業

10 .432億9 ,100万円介護保険

0.0180万円市営墓地

8.74億5 ,000万円後期高齢者医療

企 業 会 計
前年度比（％）予算額会計名

2.79億9 ,215万7千円水道事業
27.01億8 ,592万1千円工業用水道事業

※特別会計とは、特定の歳入を特定の歳出に充てるもので、一般会計の歳出と
区分する必要がある事業などの場合に設置されています。

※企業会計については、収益的支出の予算額を掲載しています。



市民一人当たりの歳出予算
３６８,３５７円

＊平成26年２月末人口47,606人で
　算出しています。
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一般会計予算の概要と特徴

市民一人当たりの市税

歳出  175億3,600万円

歳入  175億3,600万円

《内　訳》

《内　訳》

１２７,９９０円

＊平成26年２月末人口47,606人で
　算出しています。

特徴２：教育費の増
　小学校耐震改修や社会体育施
設整備を推進するとともに、市
民体育館や市内小中学校施設の
改修、ALT の増員などによる増
額を見込んでいます。また、私
立幼稚園就園奨励事業や特別支
援教育推進事業、中央区交流事
業などを継続して計上していま
す。

特徴３：衛生費の減
　妊婦検診事業を拡充した幸せ
パスポート事業の実施をはじめ、
特定健診やがん検診事業なども
拡充したものの、北村山公立病
院組合負担金を減額計上したこ
となどにより、4.9％の減を見
込んでいます。

特徴１：民生費の増
　臨時福祉給付金や子育て世帯
臨時特例給付金を新規に計上す
るほか、(仮称)東部子育てサ
ポートセンター整備の推進、高
齢者社会参加促進事業やがん検
診事業などの拡充により、増額
を見込んでいます。

特徴１：市税の増
　景気回復の兆しや税制改正に
より個人市民税や法人市民税で
増額を見込んでいます。

特徴２：国庫支出金の増
　小学校耐震改修や社会体育施
設整備などの大型事業の補助金
を計上するとともに、臨時福祉
給付金、子育て世帯臨時特例給
付金、緊急雇用対策に係る補助
金などを新規に計上したことに
より、増額を見込んでいます。

特徴３：地方交付税の増
　行政サービスの水準を確保す
るために国から交付される財源
で、平成26年度は増額を見込
んでいます。

※その他とは農林水産業費、
　消防費、商工費など

市　民　税 53,186円
固定資産税 57,793円
都市計画税 7,795円
た ば こ 税 6,800円
軽自動車税 2,227円
そ　の　他 189円

民　生　費 118,782円
教　育　費 52,131円
公　債　費 46,994円
土　木　費 41,062円
総　務　費 37,382円
衛　生　費 29,677円
そ　の　他※ 42,329円

自主財源
（44.4%）

市債
17億4,750万円（10.0%）
（+2億5,560万円）

地方譲与税など
7億8,800万円（4.5%）
（＋4,100万円）

市税
60億9,310万円
（全体の34.7%）
（前年度当初予算比
＋2億2,264万円） 

市税
60億9,310万円
（全体の34.7%）
（前年度当初予算比
＋2億2,264万円） 

繰越金・
繰入金・
諸収入など
17億19万円
（9.7%）

（－1億9,015万円） 

繰越金・
繰入金・
諸収入など
17億19万円
（9.7%）

（－1億9,015万円） 

地方交付税
40億3,500万円
（23.0%）

（＋1億5,400万円）

地方交付税
40億3,500万円
（23.0%）

（＋1億5,400万円）

国県支出金
31億7,221万円
（18．1%）

（+4億9,591万円）

国県支出金
31億7,221万円
（18．1%）

（+4億9,591万円）依存財源
（55.6%）
依存財源
（55.6%）

民生費
56億5,472万円
（全体の32.2%）
（前年度当初予算比
+5億4,135万円） 

教育費
24億8,174万円
（14.2％）

（+6億1,783万円）

土木費
19億5,480万円
（11.1%）
（-6,166万円）

総務費
17億7,960万円
（10.1%）

（+4,717万円）

その他
20億1,516万円
（11.5%）

（-1億3,531万円）

公債費
22億3,720万円
（12.8%）

（+4,309万円）

民生費
56億5,472万円
（全体の32.2%）
（前年度当初予算比
+5億4,135万円） 

衛生費
14億1,278万円
（8.1%）

（-7,347万円）

衛生費
14億1,278万円
（8.1%）

（-7,347万円）




